2010年度政府予算厚生労働省第1次要請の実施について（第1次中央行動）

自治労は2010年度政府予算要求第1次中央行動の一環として、2009年7月7日、厚生労働省の森山寛総括審議官に対し、要請を行った。要請には加藤副委員長、中島健康福祉局長、秋野社会福祉評議会事務局長、松井衛生医療評議会事務局長が出席した。

冒頭、加藤副委員長より昨今の雇用と国民生活の危機的状況を踏まえ構造改革路線で破壊された安心と信頼の社会保障政策の再構築のために社会保障制度の機能強化を図る観点から厚生労働予算の充実を要請した。
引き続き、中島健康福祉局長・秋野事務局長・松井事務局長が自治労の提出した2010予算要請書（別紙）のうち、以下の５項目について重点的に趣旨説明を行った。

森山総括審議官からは、以下のような回答が示された。

	①雇用情勢の悪化にともなう生活保護受給者の急増に対応するため、生活保護国庫負担金を迅速かつ安定的に確保し、ケ－スワ－カ－等職員配置の確保に向け支援を行うと共に、生活保護に過度の負荷をかけない社会的セ－フティネット体系の構築に取り組むこと。このため、「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」の円滑な実施を図ると共に、雇用保険の改善などにより雇用に関するセ－フティネットと共に、住宅に関する施策を拡充すること。


答）生活保護の急増と速やかな対応が迫られていることから、補正予算で国庫負担金の６５４億円の追加措置、ケースワーカーの交付税算定で21年度予算で20万人の人口規模で1人分の増員を入れた。住居を失う問題では、雇用促進住宅の入居斡旋・住宅入居費の貸付など融資・給付のしくみを作っている。また基金をつくり今後3年間生活保障の一定額を出すなど対策を作っている。昨年からの派遣村問題などを通じて生活保護の審査や就職支援などのサービスを居住圏のところで出来るだけ一箇所で簡潔にスピードをもってよれる制度の仕組みといったもの作られたのは前進だと考えている。
	②新要介護認定システムについて、1次判定の軽度化や訪問調査及び審査会の負担の大幅な増大につながらないように、予算確保のうえ抜本的な見直しを実施すること。


答）認定委の研修や質の向上に向けて支援していく。新要介護認定システムについては検証検討会で4月導入以来の検証調査をやっている。それをまって見直しを図っていく。経過措置としては従来の基準でやっているところもある。
	③保育制度の見直しにあたっては、保育の質を支える仕組み整備すると共に保育所の量的な整備を可能とする運営費補助金及び施設整備費など財源の確保を行うこと。また、放課後児童クラブの拡充に向け、財源の確保と制度の確立を図ること。さらに、人材確保に向けた保育労働者の賃金改善に向けたガイドライン策定など、実効ある対策を講ずること


　答）社会保障審議会少子化部会の2月の中間取りまとめでは保育の質を支える仕組みや市町村に対し公的保育の保障を法制度上責務を課すことや財源の確保などについても指摘されている。放課後児童クラブに関しては21年度補正予算でも厳しい環境の中で「安心子ども基金」で平成22年度までの財政措置を講じているところだ。
	④医師不足解消、とりわけ勤務医不足解消に向け、勤務医の処遇改善をはかるため診療報酬引き上げなど更なる財源を確保するとともに、看護職員不足解消のため処遇改善と人材確保・育成や離職防止対策強化のため財源確保と計画的対策を進めること。


　答）医師不足解消や勤務医の勤務条件の改善については21年度予算でも一定手当てをした。年末の診療買い手に向けた議論でも重点となるだろう。看護師不足の解消にも離職の防止や再就職支援など潜在職員の活用など看護の質と確保に向けた需給見通しを策定したいと思っている。

答）非正規労働者へのセーフティネットの拡充として、今国会で雇用保険の適用基準の緩和、日数の拡大を行った。20年度第２次補正でも都道府県に対して「緊急雇用創出事業」や「ふるさと雇用再生特別交付金」の基金を創出して、雇用の確保・創出、障害者雇用の採用などに取り組んでもらっている。
これに対して自治労側は、更に以下の点を強調した。
「新要介護認定システムの入り口のところで問題が出ていることは遺憾である。事務軽減が目的であったのに実態は事務量が１・５倍になるなど事務軽減となっていない。保育の最低基準が分権改革で悪くなることのないように留意してほしい。看護師等の負担軽減や処遇改善など自治労としても独自の調査を実施したので参考にしてほしい。」と述べた。

これに対し、厚生労働省側から

「職場の現状は是非教えてほしい。提言も受けたい。社会保障の強化としっかりとした雇用の安定を図っていくため、補正予算等でも生活保護や雇用保障対応のための仕組みや手当てを作ったのでこれらを充実していく。そのための財源をどれだけ確保していけるかだ。これまでの骨太方針２００６による自然増カットはなくなったが社会保障予算の確保と中期プログラムで示されているそのための財源確保が最大の課題である」とした表明があって要請を終了した。

以　上

⑤深刻な雇用環境を踏まえ、失業者の生活保障と再就職支援のため、雇用保険未加入・非適用者を含め雇用保険の失業給付の拡充を図ること。また、地域雇用創出にむけて、「緊急雇用創出事業」や「ふるさと雇用再生特別交付金」などの積極活用を促すこと。











